
災害時における外国人支援の実
例について（平成27年関東・東北
豪雨、平成23年東日本大震災）
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参考資料



外国人支援の既存スキーム（平成28年熊本地震） 連携・派遣の仕組み

2

熊本県・熊本市

災害対策本部
災害・支援情報の提供

熊本県国際協会

九州地区地域国際化協会連絡協議会幹事

（北九州国際交流協会）

災害対策支援要請（協定）
人員派遣

（協定）

災害対策支援依頼

（協定）
地域国際化協会連絡協議会事務局

（クレア）

災害対策支援要請
（協定）

中・四国ブロック

地域国際化協会連絡協議会

人員派遣（協定）
（各地域ブロック内協会）

５名

熊本市国際交流振興事業団

（運営根拠規定なし）

※団体等からの聞き取り等を基に総務省作成

設置（市）

災害多言語支援センター

熊本市職員 地域国際化協会職員等 多文化共生マネージャー

熊本市国際振興事業団 ５名
九州ブ ロック ２４名
中・四 国ブロック ２名

３１名 ２２名

センターのうち、数名がコーディネーターの役割

多文化共生マネージャー全国協議会
を介して全国から派遣
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外国人支援の既存スキーム（例：平成23年東日本大震災における仙台市）

連携・派遣の仕組み
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仙台市

災害対策本部

災害・支援情報の提供

仙台国際交流協会（当時）

地域国際化協会連絡協議会事務局

（クレア）

全国の地域国際化協会

運営

※団体等からの聞き取り等を基に総務省作成

設置

災害多言語支援センター

仙台市職員関係機関からの応援スタッフボランティアスタッフ

人員派遣等

仙台市災害時言語ボランティア 延べ184名
その他ボランティア 延べ ６名

人員派遣等

運営協力運営協力

・翻訳協力

の呼びかけ

東北地方太平洋沖地震多言語支援センター

（ （ＮＰＯ）多文化共生マネージャー全国協議会が設置・運営）

東日本大震災の経験をも
とに、地域国際化協会連
絡協議会では、平成25年
に「地域国際化協会連絡
協議会における災害時の
広域支援に関する協定」
（全国協定）を締結。

運営協力

「仙台市災害多言語支援センターに関する要領」

宮城県

宮城県国際化協会

支援地域の分担、

情報等の共有

仙台国際交流協会職員

青年海外協力協会 延べ44名
近畿地域国際化協会連絡協議会 延べ30名
多文化共生マネージャー全国協議会 延べ12名 ほか

合計 延べ95名



外国人支援の既存スキーム（平成27年関東・東北豪雨における常総市）

連携・派遣の仕組み
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常総市 災害対策本部
支援

（現地調査、情報提供、相談ンター拡充等）

茨城県国際交流協会

常総市内ＮＰＯ

※団体等からの聞き取り等を基に総務省作成

茨城県国際交流協会

災害時語学サポーター

活動依頼

協力
（活動実施）

関東地域国際化協会

連絡協議会

連携

（ＮＰＯを通じた情報
発信、他団体との翻
訳業務の連携、避難
所巡回によるニーズ

把握等）
協力

（翻訳等）

支援依頼

（ブロック内協定）

協力
（活動実施）



災害時外国人支援情報コーディネーター（仮称）スキーム案
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都道府県・政令市

災害対策本部
災害・支援情報の提供

都道府県・政令市

地域国際化協会

運営設置

災害多言語支援センター

地域国際化協会職員等 多文化共生マネージャーセンター設置自治体職員

各地域ブロック

地域国際化協会連絡協議会幹事

災害対策支援要請（協定）
人員派遣

（協定）

災害対策支援依頼

（協定） 災害時外国人支援

情報コーディネーター（仮称）

派遣調整主体

災害対策支援要請
（協定）

各地域ブロック

地域国際化協会連絡協議会

人員派遣（協定）
（各地域ブロック内協会）

災害時外国人支援情報コーディネーター（仮称）
※センターのうち、１～数名が役割を担う

※以下は、
大規模災害
時の派遣調
整を想定
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